
○大分市老人福祉法施行細則 

平成９年３月２８日 

規則第２９号 

大分市老人福祉法施行細則（平成６年大分市規則第１７号）の全部を改正す

る。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」と

いう。）、老人福祉法施行令（昭和３８年政令第２４７号）及び老人福祉法

施行規則（昭和３８年厚生省令第２８号。以下「省令」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（措置台帳等の備付け等） 

第２条 福祉事務所長は、法第１１条第１項各号の規定により措置した者（以

下「被措置者」という。）について老人措置台帳（様式第１号）を備え、必

要な事項を記載するものとする。 

２ 福祉事務所長は、次に掲げる書類を作成し、常にその記載事項について整

理しておくものとする。 

(1) ケース番号登載簿（様式第２号） 

(2) 措置費支給台帳（様式第３号） 

（措置開始等の通知） 

第３条 福祉事務所長は、法第１１条第１項各号の措置の開始又は変更（入所



を依頼した施設の変更を含む。以下同じ。）の決定を行ったときは措置開始

（変更）決定通知書（様式第４号）を、当該措置の廃止又は停止の決定を行

ったときは措置廃止（停止）決定通知書（様式第５号）をそれぞれ被措置者

に交付するものとする。 

（入所依頼） 

第４条 福祉事務所長は、法第１１条第１項第１号又は第２号の規定により養

護老人ホーム又は特別養護老人ホーム（以下「老人ホーム」という。）に老

人を入所（他の地方公共団体又は社会福祉法人の設置する老人ホームに委託

して行う入所を含む。以下同じ。）させるときは、入所／依頼／委託／書（様

式第６号）を当該老人ホームの長に送付するものとする。 

２ 前項の入所／依頼／委託／書の送付を受けた老人ホームの長は、入所を受

託する旨又は受託することができない旨を回答するときは、入所受託（不承

諾）書（様式第７号）を福祉事務所長に送付しなければならない。 

３ 第１項の規定は、措置の変更について準用する。 

（被措置者状況変更届） 

第５条 老人ホームの長は、当該老人ホームの被措置者について、措置の変更、

停止又は廃止を必要とする事由が生じたと認めるときは、速やかに、被措置

者状況変更届（様式第８号）を福祉事務所長に送付しなければならない。 

（葬祭依頼） 

第６条 福祉事務所長は、法第１１条第２項の規定により老人ホームの長に被



措置者の葬祭を委託するときは、葬祭委託書（様式第９号）を当該老人ホー

ムの長に送付するものとする。 

２ 前項の規定による葬祭の委託を受けた老人ホームの長は、葬祭を実施する

旨又はこれを実施することができない旨を回答するときは、葬祭受諾（不承

諾）書（様式第１０号）を福祉事務所長に送付しなければならない。 

（措置費） 

第７条 老人ホームの長は、毎月分の措置費について、その翌月の７日までに、

請求書に老人措置費支給明細書（様式第１１号）を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは、速やかに当該請求書に係る措置費を老人ホームの長に交付す

るものとする。 

（老人居宅生活支援事業の開始等の届出） 

第８条 国、県及び市以外の者は、法第５条の２第１項に規定する老人居宅生

活支援事業（以下「居宅生活支援事業」という。）を行おうとするときは、

法第１４条の規定により、あらかじめ、老人居宅生活支援事業開始届（様式

第１２号。以下この条において「開始届」という。）に関係書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

２ 開始届を提出した者は、当該開始届に記載した事項に変更を加えたときは、

法第１４条の２の規定により、変更の日から１月以内に老人居宅生活支援事



業変更届（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。 

３ 開始届を提出した者は、居宅生活支援事業を廃止し、又は休止しようとす

るときは、法第１４条の３の規定により、その廃止又は休止の日の１月前ま

でに、老人居宅生活支援事業廃止（休止）届（様式第１４号）を市長に提出

しなければならない。 

（老人デイサービスセンター等の設置等の届出） 

第９条 国、県及び市以外の者は、老人デイサービスセンター、老人短期入所

施設又は老人介護支援センター（以下「老人デイサービスセンター等」とい

う。）を設置しようとするときは、あらかじめ、法第１５条第２項の規定に

より、老人デイサービスセンター等設置届（様式第１５号。以下この条にお

いて「設置届」という。）に関係書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

２ 設置届を提出した者は、当該設置届に記載した事項に変更を加えたときは、

法第１５条の２第１項の規定により、変更の日から１月以内に老人デイサー

ビスセンター等設置届出事項変更届（様式第１６号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 設置届を提出した者は、老人デイサービスセンター等を廃止し、又は休止

しようとするときは、法第１６条第１項の規定により、その廃止又は休止の

日の１月前までに、老人デイサービスセンター等廃止（休止）届（様式第１

７号）を市長に提出しなければならない。 



（老人ホームの設置の申請等） 

第１０条 社会福祉法人（日本赤十字社を含む。以下同じ。）は、老人ホーム

を設置しようとするときは、法第１５条第４項の規定により、老人ホーム設

置認可申請書（様式第１８号）に関係書類を添えて市長に提出しなければな

らない。 

２ 法第１５条第４項の認可を受けた老人ホームの長は、当該老人ホームに係

る事業を開始したときは、老人ホーム事業開始届（様式第１９号）を市長に

提出しなければならない。 

３ 法第１５条第４項の認可を受けた社会福祉法人（以下「認可社会福祉法人」

という。）は、法第１５条の２第２項の規定により、省令第４条各号に掲げ

る事項を変更しようとするときは、あらかじめ、老人ホーム事業変更届（様

式第２０号）を市長に提出しなければならない。 

４ 認可社会福祉法人は、法第１６条第３項の規定により、老人ホームの入所

定員の減少の時期又は入所定員の増加についての認可を受けようとするとき

は、老人ホーム入所定員減少時期・入所定員増加認可申請書（様式第２１号）

を市長に提出しなければならない。 

５ 認可社会福祉法人は、法第１６条第３項の規定により老人ホームの廃止又

は休止の時期について認可を受けようとするときは、老人ホーム廃止（休止）

時期認可申請書（様式第２２号）を市長に提出しなければならない。 

（改善命令による措置結果の報告） 



第１１条 認可社会福祉法人は、法第１９条第１項の規定により老人ホームの

設備又は運営の改善を命ぜられたときは、これに基づいて採った措置につい

て、その処分を受けた日から３０日以内に措置結果報告書（様式第２３号）

を市長に提出しなければならない。 

（有料老人ホームの設置等の届出） 

第１２条 法第２９条第１項に規定する有料老人ホーム（以下「有料老人ホー

ム」という。）を設置しようとする者は、同項の規定により、あらかじめ、

有料老人ホーム設置届（様式第２４号。以下この条において「設置届」とい

う。）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 設置届を提出した者は、当該設置届に記載した事項に変更が生じたときは、

法第２９条第２項の規定により、変更の日から１月以内に、有料老人ホーム

届出事項変更届（様式第２５号）を市長に提出しなければならない。 

３ 設置届を提出した者は、有料老人ホームを廃止し、又は休止しようとする

ときは、法第２９条第３項の規定により、その廃止又は休止の日の１月前ま

でに、有料老人ホーム廃止（休止）届（様式第２６号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

（委任） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 



附 則（平成１７年規則第３１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の大分市老人福祉法施行細則様式第４号及び

様式第５号並びに改正前の老人福祉法に基づく負担金徴収規則様式第１号の

規定による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用するこ

とができる。 

附 則（平成２０年規則第１９号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年規則第２０号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年規則第３９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第２５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の大分市障害者の日常生活及び



社会生活を総合的に支援するための法律施行細則、大分市障害者福祉手当条

例施行規則、大分市障害者医療費の助成に関する条例施行規則、知的障害者

福祉法に基づく負担金徴収規則、大分市身体障害者福祉法施行細則、身体障

害者福祉法に基づく負担金の徴収に関する規則、大分市生活保護法施行細則、

大分市生活困窮者自立支援法施行細則、大分市特定中国残留邦人等に対する

支援給付の実施等に関する規則、大分市老人福祉法施行細則、老人福祉法に

基づく負担金徴収規則及び大分市介護保険規則に規定する様式の用紙で現に

残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和３年規則第２１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の大分市老人福祉法施行細則に

規定する様式の用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（その１）（第２条関係） 

様式第１号（その２）（第２条関係） 

様式第１号（その３）（第２条関係） 

様式第１号（その４）（第２条関係） 

様式第１号（その５）（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第３号（第２条関係） 

様式第４号（第３条関係） 

様式第５号（第３条関係） 

様式第６号（第４条関係） 

様式第７号（第４条関係） 

様式第８号（第５条関係） 

様式第９号（第６条関係） 

様式第１０号（第６条関係） 

様式第１１号（第７条関係） 

様式第１２号（第８条関係） 

様式第１３号（第８条関係） 

様式第１４号（第８条関係） 

様式第１５号（第９条関係） 

様式第１６号（第９条関係） 



様式第１７号（第９条関係） 

様式第１８号（第１０条関係） 

様式第１９号（第１０条関係） 

様式第２０号（第１０条関係） 

様式第２１号（第１０条関係） 

様式第２２号（第１０条関係） 

様式第２３号（第１１条関係） 

様式第２４号（第１２条関係） 

様式第２５号（第１２条関係） 

様式第２６号（第１２条関係） 

 


